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関東地方環境事務所 環境対策課
（気候変動適応関東広域協議会事務局）

「気候変動適応における広域アクションプラン（関東地域）」の活用

R5年度気候変動適応関東広域協議会 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）
資料２

1R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

温暖化対策実行計画（事務事業編、区域施策編）の先へ



2R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

日本における気候変動による影響の評価結果
分野 大項目 小項目 重大性

(RCP2.6/8.5) 緊急性 確信度
農業・
林業・
水産業

農業 水稲 ●/● ● ●
野菜等 ◆ ● ▲
果樹 ●/● ● ●
麦、大豆、飼料作物等 ● ▲ ▲
畜産 ● ● ▲
病害虫・雑草等 ● ● ●
農業生産基盤 ● ● ●
食料需給 ◆ ▲ ●

林業 木材生産（人工林等） ● ● ▲
特用林産物（きのこ類等） ● ● ▲

水産業 回遊性魚介類（魚類等の生態） ● ● ▲
増養殖業 ● ● ▲
沿岸域・内水面漁場環境等 ●/● ● ▲

水環境・
水資源

水環境 湖沼・ダム湖 ◆/● ▲ ▲
河川 ◆ ▲ ■
沿岸域及び閉鎖性海域 ◆ ▲ ▲

水資源 水供給（地表水） ●/● ● ●
水供給（地下水） ● ▲ ▲
水需要 ◆ ▲ ▲

自然
生態系

陸域生態系 高山・亜高山帯 ● ● ▲
自然林・二次林 ◆/● ● ●
里地・里山生態系 ◆ ● ■
人工林 ● ● ▲
野生鳥獣による影響 ● ● ■
物質収支 ● ▲ ▲

淡水生態系 湖沼 ● ▲ ■
河川 ● ▲ ■
湿原 ● ▲ ■

沿岸生態系 亜熱帯 ●/● ● ●
温帯・亜寒帯 ● ● ▲

海洋生態系 ● ▲ ■
その他 生物季節 ◆ ● ●

分布・個体群の変動
(在来生
物) ● ● ●
(外来生
物) ● ● ▲

生態系サービス ● ― ―
流域の栄養塩・懸濁物質の保持機能等 ● ▲ ■
沿岸域の藻場生態系による水産資源の供給機
能等 ● ● ▲
サンゴ礁によるEco-DRR機能等 ● ● ●
自然生態系と関連するレクリエーション機能等 ● ▲ ■

分野 大項目 小項目
重大性
(RCP2.6/8.

5)
緊急性 確信度

自然災害
・沿岸域

河川 洪水 ●/● ● ●
内水 ● ● ●

沿岸 海面上昇 ● ▲ ●
高潮・高波 ● ● ●
海岸侵食 ●/● ▲ ●

山地 土石流・地すべり等 ● ● ●
その他 強風等 ● ● ▲
複合的な災害影響

健康 冬季の温暖化 冬季死亡率等 ◆ ▲ ▲
暑熱 死亡リスク等 ● ● ●

熱中症等 ● ● ●
感染症 水系・食品媒介性感染症 ◆ ▲ ▲

節足動物媒介感染症 ● ● ▲
その他の感染症 ◆ ■ ■

その他 温暖化と大気汚染の複合影響 ◆ ▲ ▲
脆弱性が高い集団への影響
（高齢者・小児・基礎疾患者等） ● ● ▲
その他の健康影響 ◆ ▲ ▲

産業・
経済活動

製造業 ◆ ■ ■
食品製造業 ● ▲ ▲

エネルギー エネルギー需給 ◆ ■ ▲
商業 ◆ ■ ■

小売業 ◆ ▲ ▲
金融・保険 ● ▲ ▲
観光業 レジャー ◆ ▲ ●

自然資源を活用したレジャー等 ● ▲ ●
建設業 ● ● ■
医療 ◆ ▲ ■
その他 その他（海外影響等） ◆ ■ ▲
その他 その他（その他） ― ― ―

国民生活・
都市生活

都市インフラ、
ライフライン等 水道、交通等 ● ● ●

文化・歴史などを
感じる暮らし 生物季節、

伝統行事・地場産業等

（生物季
節） ◆ ● ●

（地場産
業） ― ● ▲

その他 暑熱による生活への影響等 ● ● ●
分野間の
影響の連
鎖

インフラ・ライフラインの
途絶に伴う影響

重大性
● ：特に重大な影響が

認められる
◆ ：影響が認められる
― ：現状では評価

できない
緊急性、確信度
●：高い
▲：中程度
■：低い
―：現状では評価

できない

凡例

※表中の網掛けは、前回の影響評価から項目・評価結果の変更・更新があった箇所

3R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜参考＞全国の地域適応計画策定数（5.27現在）

東北地域

岩手県 盛岡市

久慈市

八幡平市

宮城県 仙台市

秋田県 秋田市

山形県 山形市

鶴岡市

寒河江市

福島県 福島市

郡山市

いわき市

須賀川市

天栄村

棚倉町

平田村

浅川町

2023年５月現在で217自治体(47都道府県、19政令市、151区市町村) が地域気候変動適応計画を
策定済み ※気候変動適応情報プラットフォーム調べ

地域気候変動適応計画
• 気候変動の影響は
地域により異なるため、
地域の実情に応じた
適応の取組をすること
が重要

• 地域の実情に応じた
適応の取組を実施す
るため、地域気候変
動適応計画を策定

関東地域（94）

茨城県 土浦市

石岡市

北茨城市

取手市

牛久市

つくば市

ひたちなか市

鹿嶋市

かすみがうら市

行方市

鉾田市

栃木県 宇都宮市

栃木市

鹿沼市

日光市

大田原市

矢板市

那須塩原市

塩谷町

高根沢町

那須町

群馬県 前橋市

高崎市

伊勢崎市

館林市

埼玉県 さいたま市

熊谷市

川口市

加須市

草加市

越谷市

戸田市

朝霞市

三郷市

日高市

北海道地域

北海道 札幌市

函館市

旭川市

室蘭市

苫小牧市

稚内市

富良野市

恵庭市

北広島市

石狩市

上士幌市

中部地域

富山県 富山市

石川県 金沢市

加賀市

長野県 長野市

松本市

飯田市

立科町

小布施町

岐阜県 岐阜市

高山市

愛知県 名古屋市

豊橋市

一宮市

春日井市

豊川市

豊田市

安城市

江南市

長久手市

三重県 亀山市

近畿地域

滋賀県 長浜市

近江八幡
市

草津市

京都府 京都市

長岡京市

八幡市

大阪府 大阪市

堺市

岸和田市

豊中市

吹田市

高槻市

茨木市

八尾市

寝屋川市

摂津市

兵庫県 神戸市

尼崎市

加古川市

高砂市

加西市

中国四国地域

岡山県 岡山市

広島県 広島市

呉市

福山市

山口県 下関市

九州・沖縄地域

福岡県 北九州市

福岡市

柳川市

筑紫野市

佐賀県 佐賀市

基山町

長崎県 長崎市

平戸市

熊本県 荒尾市

大分県 大分市

宇佐市

鹿児島県 鹿児島市

枕崎市

沖縄県 宜野湾市

千葉県 千葉市

柏市

船橋市

木更津市

松戸市

流山市

印西市

白井市

東京都 千代田区

港区

新宿区

台東区

墨田区

大田区

世田谷区

中野区

豊島区

北区

荒川区

板橋区

練馬区

足立区

葛飾区

江戸川区

八王子市

武蔵野市

昭島市

町田市

小金井市

日野市

神奈川県 横浜市

川崎市

相模原市

横須賀市

鎌倉市

藤沢市

小田原市

茅ヶ崎市

厚木市

新潟県 新潟市

静岡県 静岡市

浜松市

沼津市

三島市

島田市

富士市

藤枝市

下田市



4R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

これまでの協議会活動の経緯（平成２９年度～令和４年度）

【気候変動関東広域協議会活動の経緯】

事業名 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域適応
コンソーシアム事業

（平成29年度～令和元年度）

気候変動適応における
広域アクションプラン策定事業
（令和２年度～令和４年度）

気候変動適応
地域づくり推進事業関東地域

（令和5年度～）

＜関東地域では以下の７調査を実施＞
① 夏季の高温・少雨による茶栽培への影響調査（静岡県）
② 降水量の増加と社会経済状況の変化を考慮した

都市圏の内水氾濫リスク評価（埼玉県）
③ 気候変動による印旛沼とその流域への影響と

流域管理方法の検討（千葉県）
④ 気候変動による節足動物媒介感染症リスク

の評価（神奈川県）
⑤ 熱中症リスクの評価手法の整理・構築（さいたま市）
⑥ 気候変動による高山・亜高山生態系への

影響調査（群馬県）
⑦ 気候変動による湿地環境への影響調査（新潟市）

全国で53の調査及び普及啓発活動を実施

全国で21のアクションプラン等を策定

適応策の実装
を支援

＜関東地域では以下の２つのアクションプランと課題ノウハウ集及び事例集を作成＞
① 暑熱対策に係る気候変動適応アクションプラン
② 災害対策に係る気候変動適応アクションプラン
③ 地域気候変動適応計画策定に向けた課題・ノウハウ集
及び事例集

平成30年12月
気候変動適応法施行

5R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

気候変動適応における広域アクションプラン（関東地域）
◆熱中症対策：７つのターゲット別熱中症対策 ◆災害対策：災害時の孤立に備える



6R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症＞熱中症の現状

出典：令和３年１～２月開催地方公共団体向け説明会資料「熱中症警戒アラートについて」環境省・気象庁

＜優先度の高い取組＞

7R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症＞アクションプランのターゲット



8R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症＞各ターゲットと適応アクション

●

●

9R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 1-1 危機感の適切な伝達と行動変容を促す（１）



10R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 1-1 危機感の適切な伝達と行動変容を促す（2）

11R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 1-1 危機感の適切な伝達と行動変容を促す（3）



12R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 1-1 危機感の適切な伝達と行動変容を促す（4）

13R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 4-1 D クーリングシェルターの試行（１）



14R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 4-1 D クーリングシェルターの試行（２）

15R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 適応策の検討および実行（１）



16R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 適応策の検討および実行（２）

17R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 適応策の検討および実行（３）



18R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 他地域の取組を参考にする際の課題

19R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜熱中症対策＞ 様々な庁内部署等との連携



20R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜庁内連携＞新潟市における庁内連携チーム設置の事例（１）

適応策を位置付けたことをきっかけに庁内連携チームを発足

ゼロカーボンシティの実現と気候変動適応のための
具体的な方策について検討するチームの設置

環境・経済・社会の統合的向上（防災・減災、健康、雇用創出）など、多様な課
題の同時解決につなげることを念頭に、地球温暖化対策実行計画（地域推進版）
に基づき、二酸化炭素排出量の削減策や気候変動への影響を回避・軽減する適応
策を着実に実施しながら、持続可能なまちづくりに向けた具体的な方策を組織横断的
に検討する必要があることから、令和３年度は、暮らしに密接に関わる要素から３つの
テーマを設定し、以下のチームを立ち上げた。

出典：気候変動適応に関する意見交換会（新潟県）資料（新潟市の地域適応計画策定に関する取組紹介、新潟市環境政策課）、R４.６.２２

21R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜庁内連携＞新潟市における庁内連携チーム設置の事例（２）

【目的】熱中症予防
【チームメンバー】危機対策課、保健所保健管理課

消防局救急課、環境政策課
【Ｒ３年度活動内容】
・現状の課題（各課がバラバラに周知している。周
知内容の重複・不足）整理
・市民への周知内容の検討
・熱中症警戒アラート発信時の伝達手段及び対応に
ついて関係課へ依頼（試行）
・Ｒ３年度実施内容の見直しとマニュアル内容検討

【本編】アラートの基本情報、伝達手段、情報発信時の市の体制、市民・
施設利用者等への周知対応例 等

【資料編】本市の気候と将来予測、暑さ指数（WBGT）の基礎情報、
熱中症の症状やその対処法 等

庁内連携チームの概要



22R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜参考＞地域気候変動適応計画の進捗の確認
アクションプラン実装支援（熱中症対策）との連携
以下のような作業を実施しつつ、適応策のアクションプランの実装を目指す
① 地域気候変動適応計画へ適応策としての反映（影響評価とペア） 【制度としての実装】
② 庁内体制の整備、連絡会等の創設・運営（適応策の検討） 【体制としての実装】
③ 適応策の実施（適応アクションプランを参考に実施）及び評価 【対策としての実装】
④ 課題・ノウハウ等を既存アクションプランへの反映（実装編）、協議会報告や普及啓発セミナーでの発表

屋内WBGT計

屋外WBGT計屋内・屋外
WBGT
表示画面

協力：ダイキンHVAC（株）予定

環境部局・保健部局・福祉部局等

② 庁内体制の整備、連絡会等の創設・運営

（例）庁内熱中症対策連絡会

③ 適応策の実施（適応アクションプランを参考に実施）及び評価

① 気候変動適応計画へ適応策としての反映

委員会等

未策定の場合には策定

適応計画
地域
適応計画

実装

実
装

反映
（実践編）

WBGT＆熱中症警戒アラートの表示
自治体で既に実施中の「涼みどころ」

（新規でも可）

※
設
置
場
所
に
よ
りタ
ー
ゲ
ット
が
異
な
る

23R5年度 熱中症対策セミナー（地方公共団体職員向け）

＜参考＞地域気候変動適応計画の進捗の確認

広域アクションプランの作成 → アクションプランの実装へ
令和４年度に作成した関東地域の広域アクションプランの自治体への実装をメインのテーマとして、
当面、令和5年度～令和６年度の協議会・分科会の活動を進めていきたい。

●R5年度関東広域協議会活動 → 協議会資料は、関東地方関東事務所のHPで公表済
・協議会では、構成員や事務局からの協議会に関する提案事項等
に関して協議（構成員）・承認を行う
・また、構成員による情報提供や意見交換を行い、協議会メンバー間
の適応策実装の課題共有やノウハウの共有を図る。

●R5年度分科会活動 → 分科会は協議会メンバーで構成し、非公開て実施。資料はメンバー限り
① 広域アクションプランの実装を主テーマとすることから、アクションプランにある適応策、今後追加する適応策等の
具体的な情報を直接分科会メンバーの皆さまに情報提供しています。

② 広域アクションプランに新たに追加する適応策を収集し、既存の広域アクションプランに追加していきます。
③ 広域アクションプランの活用状況に関するフォローアップ（簡単なアンケート）を実施します。
④ 広域アクションプランの実装を進めるにあたり、これらの適応策を実装する際の具体的な課題の把握や解決策を
把握・整理するために、別途、試行事業を実施し、その経過・結果を報告します。

⑤ 上記を取りまとめ、R6年度末（R7年３月）に、広域アクションプラン実践編として整理・公表する予定です。

次第（案）
① 協議（構成員からの提案事項等）
② 構成員からの情報提供・意見交換
③ 事務局からの分科会報告等
④ その他

情報共有

＜熱中症対策試行事業＞
試行参加の2自治体で設置された熱中症に関する退避所において、①WBGTの測定＆表示、②取得データによる
効果測定、③WBGTや熱中症警戒アラートの普及啓発（アンケートによる効果測定含む）等を実施

報告


